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（百万円未満切捨て） 
１．19 年 3月期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19年 3 月 31 日） 
(1)連結経営成績                                （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

19 年 3 月期 156,409    1.2  9,024   39.9  8,108   53.2  3,446   46.6  
18 年 3 月期 154,580  △14.4  6,451    ―  5,292    ―  2,350    ―  

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経常利益率 

売 上 高 
営業利益率 

  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
19 年 3 月期 54.02   53.94   3.2   4.8   5.8   
18 年 3 月期 36.23   ―   2.2   3.1   4.2   
(参考) 持分法投資損益       19年 3 月期    △183 百万円  18年 3 月期    △845百万円 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

19 年 3 月期 170,129    111,489    62.5    1,694.39   
18 年 3 月期 171,110    108,110    63.2    1,685.03   
(参考) 自己資本       19年 3 月期  106,364百万円  18 年 3月期     ―百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

19 年 3 月期 21,624    △  6,549    △  4,717    28,049    
18 年 3 月期 5,959    △  2,070    △  1,382    17,689    
 
 
２．配当の状況 
 １株当たり配当金 

（基準日）中間期末 期末 年間 
配当金総額 
(年間) 

配当性向 
（連結） 

純資産 
配当率 
（連結） 

  円 銭  円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
18 年 3 月期 10.00  10.00  20.00  1,282   55.2   1.2   
19 年 3 月期 12.00  15.00  27.00  1,711   50.0   1.6   
20 年 3 月期 
（予想） 15.00  15.00  30.00   35.5    

 
 
３．20 年 3月期の連結業績予想（平成 19年 4月 1日～平成 20年 3月 31日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1 株当たり 

当期純利益 
 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円  銭 

中 間 期 79,000    4.7 
 
4,400   28.6 
 

3,650   33.2 
 
1,850   35.5 

 
29.47   

通    期 168,000    7.4 
 
10,800   19.7 
 

9,800   20.9 
 
5,300   53.8 

 
84.43   
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有 ･ 無 
 
(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 ･ 無 
② ①以外の変更   有 ･ 無 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 
①期末発行済株式数（自己株式を含む） 19 年 3 月期 64,479,381 株 18 年 3 月期 64,479,381 株 
②期末自己株式数  19 年 3 月期  1,705,140 株 18 年 3 月期   335,924 株 
 (注) 1 株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、16ページ「１株当たり情報」
をご覧ください。 

 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１.19 年 3 月期の個別業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 
(1)個別経営成績                             （％表示は対前期増減率） 
 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円   ％ 
19 年 3 月期 150,242    0.7  8,206   49.8  7,576   39.7  3,763   24.5  
18 年 3 月期 149,207  △15.6  5,476    ―  5,422    ―  3,022    ―  

 
 １株当たり 

当期純利益 
潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭 
19 年 3 月期 59.00   ―   
18 年 3 月期 47.13   ―   

 
(2)個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

19 年 3 月期 155,897     100,073     64.2     1,594.19    
18 年 3 月期 157,533     101,239     64.3     1,578.33    
(参考) 自己資本       19 年 3 月期  100,073 百万円  18 年 3 月期     ―百万円   
２．20 年 3 月期の個別業績予想（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％  円 銭 
中 間 期 73,700    1.5 

 
4,000   33.2 
 

3,500   37.7 
 
2,000   37.8 31.86   

通    期 156,000    3.8 
 
9,800   19.4 
 

8,900   17.5 
 
5,150   36.8 

 
82.04   

  ※ 本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現時点で合理的であると判断
する一定の条件に基づき作成しており、実際の業績は予想と大幅に異なる場合があります。なお、
業績予想に関する事項は、5ページ「１．経営成績（１）経営成績の分析」をご参照下さい。 
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１．経営成績 
（１）経営成績に関する分析 

  ①当期の経営成績 

   わが国経済は、企業収益の改善により設備投資や雇用が増勢を続けており、引続き景気は拡

大基調で推移しております。 

   情報サービス産業は、金融機関や製造業のＩＴ関連投資の増加に伴って、システム開発の需

要が拡大してきております。さらに日本版ＳＯＸ法に対応した内部統制整備のためのＩＴ投資

も増加の兆しが見え始めるなど、堅調な市場環境が続いております。 

   こうした中で当社グループは、「真実一路」の経営理念の下、「成長へのギアチェンジ」をス

ローガンに 2008 年度に営業利益率８％の達成を目指す｢チャレンジ８＋(エイトプラス)作戦｣を

スタートさせ、持続的成長の実現に取り組んでおります。 

   この作戦では、当社グループの基盤事業であるシステム開発事業の拡大と高収益化を図ると

ともに、事業構造改革の推進として、新規サービス事業の立ち上げ及びプロダクト＆パッケー

ジ事業の開発促進による新事業の創生を目指しております。 

   当期におきましては、金融機関向けの基幹業務システムをはじめ、テレコム事業者向け「顧

客管理システム」や組み込みソフトが順調に伸び、システム開発事業の売上拡大を図ることが

できました。 

   このほか、サービス事業では、地方銀行向けインターネットバンキングサービス｢FINEMAX※１｣

やセキュリティ関連ソリューションの拡充を図りました。また、プロダクト＆パッケージ事業に

おいても、内部統制の文書化や運用テストを支援するソフトウェアを開発し、ブルーレイ※２関

連ソフトウェアの開発に着手しております。 

   経営体質の面では、今後の成長をより確かなものにするため、体質強化策として営業力の強

化、セキュリティ対策などにより経営基盤の一層の強化を図りました。 

   システム開発では、入口管理、社内標準規格｢e-Standard｣の徹底、プロジェクトの視える化

などのマネジメントプロセスの着実な実行とソフトウェアの海外発注による原価低減策を継続

的に実施し成果を上げてきております。 

   さらに、本年３月には、銀行向けで豊富な業務ノウハウを有し、上流工程に強みを持つ株式

会社ＤＡＣＳの株式を取得いたしました。これにより当社のシステム開発ノウハウと同社の銀

行向け業務ノウハウを融合することで、今後の金融分野の体制強化を図ってまいります。 

 

   部門別の営業の状況は、次のとおりであります。 

 

 【システム開発部門】 

   当部門では、銀行向けの基幹業務システムや生損保向けの契約管理システムなどが大幅に伸

びたほか、携帯電話、カーナビ、ストレージの組み込みソフトも順調に推移いたしました。ま

た、官公庁向け大規模システムや Suica/Edy※３を適用した電子マネーシステムなど当社グルー

プの得意分野、注力分野の受注・売上拡大に取り組みました。 

   サービス事業では、内部統制関連で、株式会社ビジネスブレイン太田昭和殿と連携して、コ

ンサルティング受注が拡大しております。また、株式会社セールスフォース・ドットコム殿と

業務提携し、当期に参入したＳａａＳ(サース)※４事業では、すでに営業支援システムの受注を

獲得しております。このほか、衛星画像提供サービスも順調でした。 

   プロダクト＆パッケージ事業では、セキュリティ「秘文」、運用管理、地理情報システム

「GeoMation」など実績のある製品の品揃え、機能強化を図りました。 

   当部門の連結受注高は１,３３５億７千万円(前期比１６.４％増)、連結売上高は１,２９１億

６千８百万円(前期比１１.５％増)と、受注高売上高とも前期比２桁を超える伸びを達成いたし

ました。 
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 【情報処理機器部門】 

   当部門では、収益性の低い機器販売を抑制する方針の下で、自社製品に加え、金融機関・公

共企業向けストレージシステムや基幹系サーバなどの大口システム・インテグレーション案件

や採算性の良い受注の獲得に努めましたが、所期の目標を達成するには至りませんでした。 

   自社製品では、インタラクティブ(双方向)電子ボード「StarBoard」が欧州を中心に好調だっ

たほか、指静脈認証装置「静紋(ジョウモン)」も順調でした。 

   当部門の連結受注高は２６２億９千６百万円(前期比２８.４％減)、連結売上高は２７２億４

千万円(前期比２９.７％減)と前期に比べ減少いたしました。 

 

   以上の結果、当期の連結業績は、 

         連結受注高は  １,５９８億６千７百万円（前期比 ５.５％増） 

         連結売上高は  １,５６４億  ９百万円（前期比 １.２％増） 

   利益面では、連結経常利益は、システム開発売上高の拡大、マネジメントプロセスの着実な

実行による不採算案件減少、生産性・原価低減の継続的な取り組みの結果、 

         連結経常利益は   ８１億  ８百万円（前期比５３.２％増） 

  と大幅に増加いたしました。 

   また、連結当期純利益は、有価証券評価損及びのれんの一括償却がありましたが、 

         連結当期純利益は  ３４億４千６百万円（前期比４６.６％増） 

  と前期を上回ることができました。 

 

 
  ※1. FINEMAX：株式会社日立製作所が開発した地銀向けのインターネットバンキングサービス 
  ※2. ブルーレイ：ブルーレイディスクの略で、次世代光ディスクの規格の一つ 
  ※3. Suica：JR 東日本株式会社が管理する定期券・プリペイドカード機能を持つ非接触式 IC カード。 

Edy：ビットワレット株式会社が管理するプリペイド型電子マネーサービス 

  ※4. SaaS（サース）：Software as a Service の略。インターネット経由でソフトウェアをサービスとしてオン
デマンドで提供すること   

 

 



日立ソフトウェアエンジニアリング株式会社（9694）  
 平成 19年 3月期決算短信  

－ 5 － 
 

  ②次期の見通し 

   情報サービス産業は、金融・製造分野を中心にＩＴ投資の拡大が続くほか、電子マネー、情

報家電、内部統制関連の需要も増加するものと予想されます。また、ユビキタス時代の到来に

より、ＮＧＮ(次世代通信網)など技術の進展に伴う新たな投資も積極的に行われるものと見込

まれ、業界を取り巻く環境は、引き続き好調に推移するものと思われます。 

   こうした中で、当社グループは、次期(2008年3月期)を｢チャレンジ８+(エイトプラス)作戦｣

の目標実現に向かって成果を出す重要な年として位置づけ、次の重点方針を掲げ、全力を尽く

してまいります。 

  ・基盤事業の「システム開発事業」では、当社が得意とするノウハウが活かせる領域で売上高

の拡大とマネジメントプロセスの進化により収益力の向上を図ります。 

  ・「サービス事業」と「プロダクト＆パッケージ事業」では、スピーディに新事業の創生に挑戦

してまいります。 

  ・設計技法の整備・教育による設計力の強化や上流設計のプロセス標準化を進め「モノづくり

力の強化」に努めます。 

  ・新規顧客の開拓、提案力の強化、営業効率の向上に取り組み「営業力の強化」に努めます。 

  ・入口管理・プロジェクト管理の徹底、生産性向上、ソフトウェアの海外発注による原価低減

を強力に推進し、収益の向上を実現いたします。 

  ・世界に通用するグローバル製品・サービスの提供により、国際関連事業の強化拡大を図りま

す。 

  ・「活気ある職場づくり」を実現するため、「事業公募制度」「ＦＡ制度」「ワークライフバラン

ス制度」の新たな施策を強力に実行してまいります。 

  ・内部統制システムの確立と運用、機密情報管理体制の整備、環境適合製品の提供など企業の

社会的責任(ＣＳＲ)を果たす活動に取り組んでまいります。 

   今後とも全社一丸となって、市場の変化に対応した事業構造の改革を進め、持続的成長を果

たすことにより社会に貢献し、真に信頼され尊敬される会社となることを目指してまいります。 

 

    ２００８年３月期の連結業績見通しは、以下のとおりであります。 

     連結売上高        １，６８０億円（前期比 ７.４％増） 

     連結営業利益         １０８億円（前期比１９.７％増） 

     連結経常利益          ９８億円（前期比２０.９％増） 

     連結当期純利益         ５３億円（前期比５３.８％増） 
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（２）財政状態に関する分析 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、金融・テレコム分野を中心に基盤事業である

システム開発売上高が堅調に推移し、加えてプロジェクト管理の徹底による不採算案件の減少

や生産性向上・原価低減などにより営業利益が大幅に改善した結果、前期と比べ１５６億６千

４百万円増加し、２１６億２千４百万円となりました。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期の投資活動によるキャッシュ・フローは、新規連結子会社株式会社ピスク及び株式会社

ＤＡＣＳ株式の取得に伴う支出２６億６千１百万円に加え、有価証券の売却・償還による収入

の減少、無形固定資産の取得による支出の増加などにより、前期と比べ支出が４４億７千９百

万円増加し、△６５億４千９百万円となりました。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当期の財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得に伴う支出２９億９千７百万

円や配当金の支払額が増加したことなどにより、前期と比べ支出が３３億３千５百万円増加し、

△４７億１千７百万円となりました。 

   以上の結果、当期末の現金及び現金同等物は前期末に比べて１０３億６千万円増加し、 

  ２８０億４千９百万円となりました。 

 

   なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであり、いずれも

連結ベースの財務諸表数値により計算しております。 

 2005 年 3月期 2006 年 3月期 2007 年 3月期 

自己資本比率（％） 61.6 63.2 62.5 

時価ベースの自己資本比率（％） 74.6 81.7 90.4 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（倍） 2.7 2.5 0.7 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 17.2 20.4 73.8 

   （注）上記指標の計算式は下記のとおりであります。 

      １．自 己 資 本 比 率：自己資本／総資産 

      ２．時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

      ３．キャッシュ･フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ･フロー 

      ４．ｲ ﾝ ﾀ ﾚ ｽ ﾄ ･ ｶ ﾊ ﾞ ﾚ ｯ ｼ ﾞ ･ ﾚ ｼ ｵ：営業キャッシュ･フロー／利払い 

 

 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

  配当につきましては、株主各位に対する適正な利益の還元と経営基盤強化のための内部資金の

確保とのバランスを考慮し、利益水準、財政状態及び配当性向等を総合的に勘案して決定するこ

ととしております。 

  上記の方針に基づき、当社は２００６年１０月３０日開催の取締役会において、１株当たり 

１２円の中間配当金をお支払いすることを決議いたしました。また、期末配当金につきましては、

業績改善を勘案いたしまして、１株当たり１５円を予定しており、当期の年間配当金は、前期に

比べ７円増配の１株当たり２７円となる見込です。 
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２．企業集団の状況 
 
  当社の企業集団は、当社、親会社株式会社日立製作所、子会社１０社、関連会社１５社で構成され、コンピュー
タソフトウェアの開発及び販売並びに情報処理機器の販売を中心に行っております。 
 
  当社グループの事業に係る位置付けは次のとおりであります。 
 
 システム開発・・・当社が製造販売するほか、親会社株式会社日立製作所が製造販売しており、その一部は当社が

提供しております。また当社のソフトウェアの開発にあたり、国内子会社日立ビジネスソリュー
ション株式会社、日立エスケイソーシャルシステム株式会社、国内関連会社株式会社アイネス、
日本データスキル株式会社、株式会社科学情報システムズ、株式会社日本コンピュータコンサル
タント、株式会社エスコム、海外子会社 HITACHI SOFTWARE ENGINEERING AMERICA, LTD.等に開発
の一部を委託しております。 

 
 情報処理機器・・・親会社株式会社日立製作所等からコンピュータ、ＯＡ機器等を仕入れ、当社が情報処理機器を

販売するほか、情報処理機器の一部を親会社株式会社日立製作所、子会社日立ビジネスソリュー
シ ョ ン 株 式 会 社 、 HITACHI SOFTWARE ENGINEERING AMERICA, LTD. 、 HITACHI SOFTWARE 
ENGINEERING FRANCE S.A.S.、HITACHI SOFTWARE ENGINEERING EUROPE A.G.、HITACHI SOFTWARE 
ENGINEERING (UK) LTD.等を通じて販売を行っております。 

 
 事業の系統図は次の通りであります。 
 
 

 

★：連結対象会社
☆：持分法適用会社

（注）子会社日立ビジネスソリューション株式会社は、東京証券取引所市場第一部に上場しております。

エ　　　ン　　　ド　　　ユ　　　ー　　　ザ

関連会社
　日立アイ・エヌ・エス・
　　ソフトウェア株式会社

ソフトウェア
の開発

ソフトウェア及び
情報処理機器の販売

ソフトウェア
の開発及び
情報処理機器
の販売

製 品 の 販 売

ソフトウェアの開発、コンサルティング
システム運用・管理サービス他

建物及びコンピュータ
等の設備に関する
セキュリティ管理・
寮管理業務他

製品の販売

情 報 処 理 機 器 の 販 売

ソフトウェア
の開発

関連会社
　株式会社植物
　　　　　ゲノムセンター

遺伝子機能
解析の研究

子会社
　☆キャブカード
　　　＆サービス株式会社

親会社
　 株式会社 日立製作所

シ　ス　テ　ム　開　発 情　報　処　理　機　器

当　　　　　　　　　　　　　社

ソフトウェア及び情報処理機器の販売 関連会社
　☆株式会社よみうり
　　　　　　　コンピュータ
　　株式会社よみうりソフト

子会社
　☆HITACHI SOFTWARE ENGINEERING
 　    AMERICA,LTD.
  ☆HITACHI SOFTWARE ENGINEERING
　　   FRANCE S.A.S.
  ☆HITACHI SOFTWARE ENGINEERING
　　   EUROPE A.G.
  ☆HITACHI SOFTWARE ENGINEERING
　　   (UK)LTD.

子会社
　★日立ビジネス
　　　　ソリューション株式会社
　★株式会社ピスク

子会社
　☆日立エスケイソーシャルシステム株式会社
関連会社
　　日本データスキル株式会社
　　株式会社科学情報システムズ
　　株式会社日本コンピュータコンサルタント
　　株式会社エスコム

ソフトウェアの開発

子会社
　★株式会社ＤＡＣＳ
　☆敷島印刷株式会社
関連会社
　☆株式会社アイネス
　☆株式会社ビジネスブレイン太田昭和

情報処理機器
等の仕入他
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針、（２）目標とする経営指標、（３）会社の対処すべき課題 
 平成１９年３月期中間決算短信（２００６年１０月３０日開示）により開示を行った内容か

ら重要な変更がないため開示を省略しております。 
 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

  （当社ホームページ） 
   http://hitachisoft.jp/Finance/kessanshiryou.html 

  （東京証券取引所ホームページ） 
   http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html  
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４．連結財務諸表等 

（１）連結貸借対照表 

        （単位：百万円） 

  期 別  前連結会計年度末 当連結会計年度末 

 科 目    （２００６年３月３１日） （２００７年３月３１日） 
対前期末比較増減 

【 資 産 の 部 】    

流 動 資 産    ８１，６２２ ８７，５４４ ５，９２２ 

  現 金 及 び 預 金  ８００ １，４５３ ６５３ 

  受取手形及び売掛金  ５０，６１５ ４９，２６９ △ １，３４５ 

  有 価 証 券  １，４０５ １，４１３ ８ 

  た な 卸 資 産  ６，９８６ ３，９４２ △ ３，０４３ 

  預 け 金  １６，３８９ ２６，６９６  １０，３０７ 

  繰 延 税 金 資 産  ４，８０７ ４，３４１ △   ４６６ 

  そ の 他  ７８９ ５３９ △   ２４９ 

  貸 倒 引 当 金  △   １７１ △   １１３ ５８ 

         

固 定 資 産    ８９，４８８ ８２，５８４ △ ６，９０３ 

 有 形 固 定 資 産   ３２，６９２ ３２，０２７ △   ６６５ 

  賃 貸 営 業 資 産  ３８２ １１８ △   ２６４ 

  建 物 及 び 構 築 物  １５，８６５ １５，１２３ △   ７４２ 

  機械装置及び運搬具  ５５ ６５ ９ 

  工 具 器 具 備 品  １，１７８ １，３６４ １８６ 

  土 地  １５，２００ １５，２７５ ７４ 

  建 設 仮 勘 定  ９ ８０ ７０ 

 無 形 固 定 資 産   ８，３６８ ８，５２７ １５８ 

  ソ フ ト ウ ェ ア  ８，２６９ ７，６３９ △   ６３０ 

  そ の 他  ９９ ８８８ ７８９ 

 投資その他の 資産   ４８，４２７ ４２，０３０ △ ６，３９７ 

  投 資 有 価 証 券  ３２，６８４ ２７，５６６ △ ５，１１７ 

  差 入 敷 金 保 証 金  ３，１９５ ３，２６０ ６５ 

  前 払 年 金 費 用  １，８２５ ２，０５０ ２２５ 

  繰 延 税 金 資 産  ６，８７４ ５，２４６ △ １，６２８ 

  そ の 他  ４，１０８ ４，２５７ １４８ 

  貸 倒 引 当 金  △   ２６１ △   ３５１ △    ９０ 

         

資 産 合 計  １７１，１１０ １７０，１２９ △   ９８１ 
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        （単位：百万円） 

  期 別  前連結会計年度末 当連結会計年度末 

 科 目    （２００６年３月３１日） （２００７年３月３１日） 
対前期末比較増減 

【 負 債 の 部 】    

流 動 負 債    ２９，７４５ ４４，４４６ １４，７００ 

  買 掛 金  １５，６４５ １２，３３７ △ ３，３０７ 

  一年以内返済予定長期借入金  ― ３０ ３０ 

  一年以内償還予定社債  ― １５，０００ １５，０００ 

  未 払 費 用  ７，５７１ ８，４１０ ８３８ 

  未 払 法 人 税 等  ５２６ １，１７２ ６４５ 

  受 注 損 失 引 当 金  ４０３ ９０３ ４９９ 

  そ の 他  ５，５９７ ６，５９０ ９９３ 

       

固 定 負 債    ２８，１４６ １４，１９３ △１３，９５２ 

  社 債  １５，０００ ― △１５，０００ 

  退 職 給 付 引 当 金  １２，０９５ １２，９４２ ８４７ 

  役員退職慰労引当金  ４８６ ５２９ ４３ 

  プログラム補修引当金  １１３ １５０ ３７ 

  そ の 他  ４５１ ５７０ １１９ 

負 債 合 計  ５７，８９１ ５８，６３９ ７４７ 

         

【少数株主持分】    

少 数 株 主 持 分   ５，１０８ ― ― 

         

【 資 本 の 部 】    

資 本 金   ３４，１８２ ― ─ 

資 本 剰 余 金   ３５，２３５ ― ─ 

利 益 剰 余 金   ３９，４８２ ― ― 

その他有価証券評価差額金   ６８８ ― ― 

為 替 換 算 調 整 勘 定   ７４ ― ― 

自 己 株 式   △ １，５５３ ― ― 

資 本 合 計  １０８，１１０ ― ― 

負債、少数株主持分及び資本合計  １７１，１１０ ― ― 

     

【 純資産の部 】    

株 主 資 本   ― １０６，０４７ ─ 

  資 本 金  ― ３４，１８２ ― 

  資 本 剰 余 金  ― ３５，２３５ ― 

  利 益 剰 余 金  ― ４１，１７９ ― 

  自 己 株 式  ― △ ４，５５０ ― 

評 価 ・ 換 算 差 額 等   ― ３１６ ─ 

  その他有価証券評価差額金  ― １３６ ― 

  為 替 換 算 調 整 勘 定  ― １８０ ― 

少 数 株 主 持 分   ― ５，１２５ ─ 

純 資 産 合 計  ― １１１，４８９ ― 

負 債 純 資 産 合 計  ― １７０，１２９ ― 
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（２） 連結損益計算書 

        （単位：百万円） 

   期 別  前連結会計年度 当連結会計年度  
      自２００５年４月 １日 自２００６年４月 １日 対前期比較増減 

 科 目   至２００６年３月３１日 至２００７年３月３１日  

      
 売 上 高  １５４，５８０  １５６，４０９  １，８２９  

 売 上 原 価  １２８，４０７  １２７，２７８  △ １，１２８  

  売 上 総 利 益  ２６，１７２  ２９，１３１  ２，９５８  

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  １９，７２１  ２０，１０６  ３８５  

  営 業 利 益  ６，４５１   ９，０２４  ２，５７３  

 営 業 外 収 益  ３１３  ４７０  １５７  

 (受取利息及び配当金 )  （    ２００） （    ３０８） （    １０８） 

 (雑 収 益 )  （    １１３） （    １６１） （     ４８） 

 営 業 外 費 用  １，４７２  １，３８６  △    ８５  

 (支 払 利 息 )  （    ２９２） （    ２９２） （      ―） 

 (雑 損 失 )  （  １，１８０） （  １，０９４） （△    ８５） 

  経 常 利 益  ５，２９２  ８，１０８  ２，８１５  

         

 特 別 利 益  ８３８  ―  △   ８３８  

 (投資有価証券売却益 )  （    ８３８） （      ―） （△   ８３８） 

 特 別 損 失  ８３４  １，１２２  ２８７  

 (関係会社株式評価損 )  （      ―） （    ４６５） （    ４６５） 

 (の れ ん 償 却 額 )  （      ―） （    ４３７） （    ４３７） 

 (投資有価証券評価損 )  （    ７１９） （    ２１９） （△   ５００） 

 (そ の 他 )  （    １１４） （      ―） （△   １１４） 

 税金等調整前当期純利益  ５，２９６  ６，９８６  １，６８９  

 法人税、住民税及び事業税  ５２６  １，０１９  ４９２  

 過 年 度 法 人 税 等 支 払 額  １５６  ―  △   １５６  

 法 人 税 等 調 整 額  ２，０２７  ２，５７４  ５４７  

 少 数 株 主 損 益  ２３５  △    ５３  △   ２８９  

 当 期 純 利 益  ２，３５０  ３，４４６  １，０９５  

      

（      ） （      ） 
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（３）連結剰余金計算書 及び 連結株主資本等変動計算書 
      （単位：百万円） 
 期 別   前 連 結 会 計 年 度  
  自20 0 5年4月 1日
科 目  ( 至200 6年3月31日) 
      
（資本剰余金の部）     
 資 本 剰 余 金 期 首 残 高   ３５，２３５  
      
 資 本 剰 余 金 期 末 残 高   ３５，２３５  
      
（利益剰余金の部）     
 利 益 剰 余 金 期 首 残 高   ３８，５００  
      
 利 益 剰 余 金 増 加 高     
( 当  期  純  利  益 ) ( ２，３５０ ) 
 利 益 剰 余 金 増 加 高 合 計   ２，３５０  
      
 利 益 剰 余 金 減 少 高     
( 配 当 金 ) ( １，２８２ ) 
( 役 員 賞 与 ) ( ２６ ) 

( 
持分法適用会社の減少に 
伴 う 剰 余 金 減 少 高 ) ( ５８ ) 

 利 益 剰 余 金 減 少 高 合 計   １，３６８  
      
 利 益 剰 余 金 期 末 残 高   ３９，４８２  
      
 
 
当連結会計年度（自 2006 年 4 月 1 日 至 2007 年 3 月 31 日）   （単位：百万円） 

株    主    資    本 

 資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本 合計 

Ⅰ．2006年 3月 31日残高 ３４，１８２ ３５，２３５ ３９，４８２ △１，５５３ １０７，３４７ 

Ⅱ．当連結会計年度中の変動額      

   剰余金の配当   △１，４１１  △１，４１１ 

   利益処分による役員賞与(注)   △   ２６  △   ２６ 

   当期純利益   ３，４４６  ３，４４６ 
   持分法適用会社の増加に伴う 
    剰余金減少額   △  ３１１  △  ３１１ 

   自己株式の取得    △２，９９７ △２，９９７ 
   株主資本以外の項目の当連結 
    会計年度中の変動額（純額） 

     

  当連結会計年度中の変動額 合計   １，６９６ △２，９９７ △１，３００ 

Ⅲ．2007年 3月 31日残高 ３４，１８２ ３５，２３５ ４１，１７９ △４，５５０ １０６，０４７ 
      
 

     （単位：百万円） 

 評 価 ・ 換 算 差 額 等   
 その他有価証券 

評 価 差 額 金 
為 替 換 算 
調 整 勘 定 

評価・換算差額等 
合 計 

少数株主持分 純資産 合計 

Ⅰ．2006年 3月 31日残高 ６８８ ７４ ７６２ ５，１０８ １１３，２１９ 

Ⅱ．当連結会計年度中の変動額      

   剰余金の配当     △１，４１１ 

   利益処分による役員賞与(注)     △   ２６ 

   当期純利益     ３，４４６ 
   持分法適用会社の増加に伴う 
    剰余金減少額     △  ３１１ 

   自己株式の取得     △２，９９７ 
   株主資本以外の項目の当連結 
    会計年度中の変動額（純額） △  ５５２ １０６ △  ４４６ １７ △  ４２８ 

  当連結会計年度中の変動額 合計 △  ５５２ １０６ △  ４４６ １７ △１，７２９ 

Ⅲ．2007年 3月 31日残高 １３６ １８０ ３１６ ５，１２５ １１１，４８９ 
      
(注) 2006 年 6 月の連結子会社の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 
      （単位：百万円）

   期 別  前連結会計年度 当連結会計年度 
     自 ２００５年４月 １日 自 ２００６年４月 １日 
 科 目   至 ２００６年３月３１日 至 ２００７年３月３１日 
       
 営業活動によるキャッシュ・フロー     
  税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益      ５，２９６ ６，９８６ 
  減 価 償 却 費      ７，３４１ ８，７６４ 
  の れ ん 償 却 額   ― ４５６ 
  受 取 利 息 及 び 配 当 金   △    ２００ △    ３０８ 
  支 払 利 息        ２９２ ２９２ 
  持 分 法 に よ る 投 資 損 失        ８４５ １８３ 
  関 係 会 社 株 式 評 価 損   ― ４６５ 
  投 資 有 価 証 券 評 価 損        ７１９ ２１９ 
  投 資 有 価 証 券 売 却 益   △    ８３８ ― 
  売 上 債 権 の 増 減 額 (増加：△)  △  ３，２４８ ２，６０６ 
  た な 卸 資 産 の 増 減 額 (増加：△)  △    ９３８ ３，１３９ 
  前 払 年 金 費 用 の 増 減 額 (増加：△)        ８８ △    ２２５ 
  仕 入 債 務 の 減 少 額   △    ７４４ △  ３，７２９ 
  受 注 損 失 引 当 金 の 増 減 額 (減少：△)  △  ４，６８３ ４９９ 
  退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額        ９７５ ７８５ 
  そ の 他      １，３５２ １，８２６ 
  小   計   ６，２５９ ２１，９６１ 
  利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額   ５３７ ３７０ 
  利 息 の 支 払 額   △    ２９２ △    ２９２ 
  法 人 税 等 の 支 払 額   △    ８２１ △    ４１５ 
  法 人 税 等 の 還 付 額   ４５８ ― 
  そ の 他   △    １８３ ― 
 営業活動によるキャッシュ・フロー   ５，９５９ ２１，６２４ 
       
 投資活動によるキャッシュ・フロー     
  定 期 預 金の預 入による支出   △    ５００ ― 
  定 期 預 金の払 戻による収入   ４００ ― 
  預 け 金 の 預 入 に よ る 支 出   ― △  ３，０００ 
  預 け 金 の 払 戻 に よ る 収 入   ― ３，０００ 
  有 価 証券の取 得による支出   ― △    ７９７ 
  有 価 証 券の償 還による収入   ３，４０４ ８７８ 
  有形固定資産の取得による支出   △    ５９４ △    ８３９ 
  有形固定資産の売却による収入   ８３１ １１５ 
  無形固定資産の取得による支出   △  ４，６０１ △  ６，００９ 
  投資有価証券の取得による支出   △  ４，０７５ ― 
  投資有価証券の売却・償還による収入   ４，４９８ ３，３９２ 
  関係会社株式の取得による支出   △  ２，０９１ △    ４５９ 

  
連結範囲の変更を伴う 
子会社株式の取得による支出 

 
 ― △  ２，６６１ 

  関係会社株式の売却による収入   ３８１ ― 
  そ の 他        ２７８ △    １６９ 
 投資活動によるキャッシュ・フロー   △  ２，０７０ △  ６，５４９ 
       
 財務活動によるキャッシュ・フロー     
  短期借入金の返済による支出   ― △    １８４ 
  長期借入金の返済による支出   ― △     ３２ 
  配 当 金 の 支 払 額   △  １，２８４ △  １，４１１ 
  少数株主への配当金の支払額   △     ９２ △     ９１ 
  自 己 株 式の取 得による支出   △      ５ △  ２，９９７ 
 財務活動によるキャッシュ・フロー   △  １，３８２ △  ４，７１７ 
       
 現金及び現金同等物に係る換算差額   △      ５ ３ 
 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額  ２，５０１ １０，３６０ 
 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高   １５，１８８ １７，６８９ 
 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高   １７，６８９ ２８，０４９ 

   
 

  
 

（      ） （      ） 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
 １．連結の範囲に関する事項 

   連結子会社の数は３社であり、日立ビジネスソリューション株式会社、株式会社ピスク、株式会社ＤＡＣＳであり

ます。なお、株式会社ピスクは、連結子会社日立ビジネスソリューション株式会社が、新規に株式を取得したことに

より、また、株式会社ＤＡＣＳは、株式を新規に取得したことにより当連結会計年度より連結子会社の範囲に含めて

おります。 

   連結の範囲から除外した子会社の数は７社であり、主要な非連結子会社としては、日立エスケイソーシャルシステ

ム株式会社、キャブカード＆サービス株式会社がありますが、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期

純損益及び利益剰余金等のいずれもが連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外してお

ります。 
 

 ２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用の非連結子会社の数は７社であり、主要な会社としては、日立エスケイソーシャルシステム株式会社、

キャブカード＆サービス株式会社があります。なお、東京システム株式会社はキャブカード＆サービス株式会社（旧 

株式会社キャブカードサービス）を存続会社として合併し、HITACHI SOFTWARE GLOBAL TECHNOLOGY,LTD.は HITACHI 

SOFTWARE ENGINEERING AMERICA,LTD.を存続会社として合併したため、当連結会計年度より持分法の適用範囲から除外

しております。また、敷島印刷株式会社は、同社親会社である株式会社ＤＡＣＳの株式を新規に取得したことにより

子会社となったため、当連結会計年度より持分法を適用しております。 

   また、持分法適用の関連会社の数は４社であり、主要な会社としては、株式会社アイネス、株式会社ビジネスブレ

イン太田昭和及び株式会社よみうりコンピュータであります。なお、CAMBRIDGE HITACHISOFT EDUCATIONAL SOLUTIONS 

PLC.は、重要性が増したため、当連結会計年度より持分法を適用しております。 

   持分法を適用していない非連結子会社はありませんが、関連会社のうち１１社については、合計の当期純損益及び

利益剰余金等のいずれもが連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、持分法の適用範囲から除外しておりま

す。 
 

   なお、上記、連結の範囲に関する事項、持分法の適用に関する事項以外は、最近の有価証券報告書（2006 年 6 月 23

日提出）における記載から重要な変更がないため、開示を省略しております。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

    当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5 号、2005 年 12 月 9

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第 8 号 2005 年

12 月 9 日）を適用しております。これまでの資本の部の合計に相当する金額は、106,364 百万円であります。 

    なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。 
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（７）連結財務諸表に関する注記事項 
 セグメント情報 
  １．事業の種類別セグメント情報 

    当社グループは、ソフトウェア開発並びに販売、情報処理機器及び情報処理システム販売を事業内容としており、 

   情報サービス単一事業のため、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 
 

  ２．所在地別セグメント情報 

    本邦以外の国及び地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載しており 

   ません。 
 

  ３．海外売上高 

    海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 

   なお、部門別受注及び販売実績の状況は以下のとおりであります。 

  （注）１．システム開発 
       基本ソフトウェア、業務ソフトウェア及び汎用ソフトウェアパッケージの開発及びトータルソリュー 
      ションの提供。 
       ユーザが情報システムを構築・運用するために必要なシステムエンジニアリングサービスとコンサル 
      ティングサービスの提供。 

     ２．情報処理機器 
       情報処理機器及びソフトウェアを組み合わせた情報処理システムの販売及び保守サービス 
 

 

 

 

 

 

１．部門別受注高      

    （単位：百万円） 

期 別  前連結会計年度 当連結会計年度  
 自 ２００５年４月 １日 自 ２００６年４月 １日 

 至 ２００６年３月３１日 至 ２００７年３月３１日 
対前期比 

 区 分 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比  

シ ス テ ム 開 発 114,755 75.7% 133,570 83.6% 116% 

情 報 処 理 機 器 36,746 24.3% 26,296 16.4% 72% 

計 151,502 100.0% 159,867 100.0% 106% 

      

２．部門別販売実績      

    （単位：百万円） 

期 別  前連結会計年度 当連結会計年度  
 自 ２００５年４月 １日 自 ２００６年４月 １日  
 至 ２００６年３月３１日 至 ２００７年３月３１日 対前期比 

 区 分 金  額 構 成 比 金  額 構 成 比  

シ ス テ ム 開 発 115,811 74.9% 129,168 82.6% 112% 

情 報 処 理 機 器 38,768 25.1% 27,240 17.4% 70% 

計 154,580 100.0% 156,409 100.0% 101% 

      

（      ） （      ） 

（      ） （      ） 
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 １株当たり情報 
１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり当期純利益   

 当期純利益（百万円） 2,350  3,446   

 普通株主に帰属しない金額（百万円） 26  ―   

 （うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (    26) (    ―)  

 普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,323  3,446   

 普通株式の期中平均株式数（株） 64,144,884  63,794,353   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

 当期純利益調整額（百万円） ─  △    5   

 （うち関連会社の発行する潜在株式による 

調整額（百万円）） 

(    ─) (△    5)  

 普通株式増加数（株） ─  ―   

   （注）前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

 
 

 重要な後発事象 
   該当事項はありません。 
 
 
   なお、リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプ
ション等、企業結合等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため
開示を省略しております。 
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５．個別財務諸表等 

（１）貸借対照表 

        （単位：百万円） 

  期 別  前  期  末 当  期  末 

 科 目    （２００６年３月３１日） （２００７年３月３１日） 
対前期末比較増減 

【 資 産 の 部 】    

流 動 資 産    ７６，１３６ ８０，０４１ ３，９０５ 

  現 金 及 び 預 金  ４７９ ４００ △    ７８ 

  受 取 手 形  ４１７ ２４５ △   １７２ 

  売 掛 金  ４８，５５８ ４６，０６４ △ ２，４９３ 

  有 価 証 券  ５６４ ８１１ ２４７ 

  製 品  １，６９５ ３１２ △ １，３８３ 

  仕 掛 品  ５，１７１ ３，４２４ △ １，７４７ 

  前 払 費 用  ２ ３ ― 

  預 け 金  １４，２４３ ２４，５４５ １０，３０１ 

  繰 延 税 金 資 産  ４，３４８ ３，８３３ △   ５１５ 

  そ の 他  ８２２ ５０７ △   ３１４ 

  貸 倒 引 当 金  △   １６９ △   １０６ ６３ 

         
固 定 資 産    ８１，３９７ ７５，８５５ △ ５，５４１ 

 有 形 固 定 資 産   ３２，５４７ ３１，４８２ △ １，０６４ 

  賃 貸 営 業 資 産  ３８１ １１６ △   ２６５ 

  建 物  １５，５１８ １４，５８２ △   ９３５ 

  構 築 物  ２６９ ２４５ △    ２３ 

  機 械 及 び 装 置  ５５ ３９ △    １６ 

  工 具 器 具 備 品  １，１１２ １，２７３ １６１ 

  土 地  １５，２００ １５，１４４ △    ５６ 

  建 設 仮 勘 定  ９ ８０ ７１ 

 無 形 固 定 資 産   ８，１２９ ７，０７６ △ １，０５２ 

  ソ フ ト ウ ェ ア  ８，０３２ ６，８４４ △ １，１８７ 

  そ の 他  ９７ ２３２ １３４ 

 投資その他の 資産   ４０，７１９ ３７，２９６ △ ３，４２３ 

  投 資 有 価 証 券  ８，８７３ ４，３８６ △ ４，４８７ 

  関 係 会 社 株 式  １６，７５９ １９，３１８ ２，５５９ 

  従 業 員 長 期 貸 付 金  ２８ １４ △    １４ 

  関係会社長期貸付金  ― ３００ ３００ 

  破 産 債 権 等  ２３６ ３２５ ８９ 

  長 期 前 払 費 用  ２５ ３０５ ２８０ 

  差 入 敷 金 保 証 金  ３，０２５ ２，９６０ △    ６４ 

  前 払 年 金 費 用  １，５４８ １，７１８ １６９ 

  繰 延 税 金 資 産  ７，８２６ ６，０６３ △ １，７６２ 

  そ の 他  ２，６５７ ２，２５２ △   ４０４ 

  貸 倒 引 当 金  △   ２６１ △   ３５０ △    ８９ 

     ９    
資 産 合 計  １５７，５３３ １５５，８９７ △ １，６３５ 
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        （単位：百万円） 

  期 別  前  期  末 当  期  末 

 科 目    （２００６年３月３１日） （２００７年３月３１日） 
対前期末比較増減 

【 負 債 の 部 】    
流 動 負 債    ２９，４２７  ４３，１４６  １３，７１９  

  買 掛 金  １７，０５４  １３，２３１  △ ３，８２３  
  一年以内償還予定社債  ―  １５，０００  １５，０００  

  未 払 金  ６９２  ７８７  ９４  
  未 払 費 用  ６，４５５  ７，１５９  ７０３  
  未 払 法 人 税 等  ２６２  ７３４  ４７１  

  未 払 消 費 税 等  １，６６４  ２，２１２  ５４７  
  前 受 金  ２，５１６  ２，６７８  １６１  
  預 り 金  ３３６  ３８４  ４７  

  従 業 員 預 り 金  １７  ３５  １８  
  受 注 損 失 引 当 金  ４０３  ９０３  ４９９  
  そ の 他  ２２  １９  △     ３ 

固 定 負 債    ２６，８６６  １２，６７７  △１４，１８９  

  社 債  １５，０００  ―  △１５，０００  
  退 職 給 付 引 当 金  １０，９２２  １１，５５６  ６３４  
  役員退職慰労引当金  ３７８  ４３９  ６０  

  プログラム補修引当金  １１３  １５０  ３７  
  そ の 他  ４５１  ５３０  ７９  

負 債 合 計  ５６，２９３  ５５，８２３  △   ４７０ 
         
【 資 本 の 部 】    

資 本 金   ３４，１８２  ―  ─  

資 本 剰 余 金   ３５，２３５  ―  ─  

  資 本 準 備 金  ３５，２３５  ―  ─  
利 益 剰 余 金   ３４，９７４  ―  ―  

  利 益 準 備 金  ２，５３７  ―  ─  
  任 意 積 立 金  ２８，２３７  ―  ―  
  当 期 未 処 分 利 益  ４，１９９  ―  ―  

その他有価証券評価差額金   △ １，５９９  ―  ―  

自 己 株 式   △ １，５５３  ―  ―  

資 本 合 計  １０１，２３９  ―  ―  

負 債 ・ 資 本 合 計  １５７，５３３  ―  ―  
         
【 純資産の部 】    

株 主 資 本   ―  １０２，１９４  ─  

 資 本 金  ―  ３４，１８２  ─  

 資 本 剰 余 金  ―  ３５，２３５  ─  

  資 本 準 備 金  ―  ３５，２３５  ─  
 利 益 剰 余 金  ―  ３７，３２７  ─  

  利 益 準 備 金  ―  ２，５３７  ─  
  そ の 他 利 益 剰 余 金  ―  ３４，７８９  ─  

   プログラム準備金  ―  １，６６４  ─  
   別 途 積 立 金  ―  ２５，２９４  ─  

   繰 越 利 益 剰 余 金  ―  ７，８３０  ─  
 自 己 株 式  ―  △ ４，５５０ ─  

評 価 ・ 換 算 差 額 等   ―  △ ２，１２０ ─  

 その他有価証券評価差額金  ―  △ ２，１２０ ─  

純 資 産 合 計  ―  １００，０７３  ―  

負 債 ・ 純 資 産 合 計  ―  １５５，８９７  ―  
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（２）損益計算書 

        （単位：百万円） 

   期 別  前   期 当   期  
      自 ２００５年４月 １日 自 ２００６年４月 １日 対前期比較増減 
 科 目   至 ２００６年３月３１日 至 ２００７年３月３１日  
      

 売 上 高  １４９，２０７  １５０，２４２  １，０３４  

 売 上 原 価  １２５，３９３  １２３，６５９  △ １，７３３  

  売 上 総 利 益  ２３，８１４  ２６，５８３  ２，７６８  

 販 売 費及 び一 般 管 理 費  １８，３３７  １８，３７６  ３９  

  営 業 利 益  ５，４７６  ８，２０６  ２，７２９  

 営 業 外 収 益  ５４７  ５２７  △    １９  

 (受取利息及び配当金 )  （    ４４９） （    ３７４） （△    ７４） 

 (雑 収 益 )  （     ９７） （    １５２） （     ５５） 

 営 業 外 費 用  ６０１  １，１５８  ５５６  

 (支 払 利 息 )  （    ２９２） （    ２９２） （      ―） 

 (雑 損 失 )  （    ３０９） （    ８６５） （    ５５６） 

  経 常 利 益  ５，４２２  ７，５７６  ２，１５３  

          

 特 別 利 益  ８３８  ―  △   ８３８  

 (投資有価証券売却益 )  （    ８３８） （      ─） （△   ８３８） 

 特 別 損 失  ９３８  ６８２  △   ２５５  

 (関係会社株式評価損 )  （    １３７） （    ４６２） （    ３２５） 

 (投資有価証券評価損 )  （    ７１９） （    ２１９） （△   ５００） 

 (そ の 他 )  （     ８１） （      ─） （△    ８１） 

 税 引 前 当 期 純 利 益  ５，３２２  ６，８９３  １，５７０  

 法人税、住民税及び事業税  ８５  ４９５  ４０９  

 過 年 度 法 人 税 等 支 払 額  １５６  ─  △   １５６  

 法 人 税 等 調 整 額  ２，０５８  ２，６３５  ５７７  

 当 期 純 利 益  ３，０２２  ３，７６３  ７４０  

 前 期 繰 越 利 益  １，８１８  ―  ―  

 中 間 配 当 額  ６４１  ―  ―  

 当 期 未 処 分 利 益  ４，１９９  ―  ―  
      

 
 
 

（      ） （      ） 
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（３）株主資本等変動計算書 
（当期）  (単位：百万円) 

 株  主  資  本 

 資 本 剰 余 金 

 

 

資本金 
資本準備金 

資本剰余金 

計 

Ⅰ．2006年 3月 31日残高 34,182 35,235 35,235 

Ⅱ．当期中の変動額    

   プログラム準備金の取崩し（注）    

   プログラム準備金の取崩し    

   剰余金の配当    

   当期純利益    

   自己株式の取得    
   株主資本以外の項目の 
    当期中の変動額（純額）    

  当期中の変動額 合計    

Ⅲ．2007年 3月 31日残高 34,182 35,235 35,235 
    
 

      (単位：百万円) 

 株    主    資    本 

 利  益  剰  余  金 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 

 
利益準備金 プログラム 

準備金 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 

計 

自己株式 
株主資本 

計 

Ⅰ．2006年 3月 31日残高 2,537 2,943 25,294 4,199 34,974 △ 1,553 102,839 

Ⅱ．当期中の変動額       

   プログラム準備金の取崩し（注）  △  610  610 ―  ― 

   プログラム準備金の取崩し  △  667  667 ―  ― 

   剰余金の配当    △ 1,411 △ 1,411  △ 1,411 

   当期純利益    3,763 3,763  3,763 

   自己株式の取得      △ 2,997 △ 2,997 
   株主資本以外の項目の 
    当期中の変動額（純額）        

  当期中の変動額 合計  △ 1,278  3,631 2,352 △ 2,997 △   644 

Ⅲ．2007年 3月 31日残高 2,537 1,664 25,294 7,830 37,327 △ 4,550 102,194 
       
 

  (単位：百万円) 

 評価・換算差額等  

 その他 評価・換算 純資産 

 有価証券 差額等 合計 

 評価差額金 計  

Ⅰ．2006年 3月 31日残高 △ 1,599 △ 1,599 101,239 

Ⅱ．当期中の変動額    

   プログラム準備金の取崩し（注）   ― 

   プログラム準備金の取崩し   ― 

   剰余金の配当   △ 1,411 

   当期純利益   3,763 

   自己株式の取得   △ 2,997 
   株主資本以外の項目の 
    当期中の変動額（純額） △  520 △  520 △  520 

  当期中の変動額 合計 △  520 △  520 △ 1,165 

Ⅲ．2007年 3月 31日残高 △ 2,120 △ 2,120 100,073 
    
 

 (注) 2006 年 6 月の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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６．役員の異動（平成 19年 6月 21日付） 

 

当社は、平成 19 年 4月 26 日開催の指名委員会において、平成 19 年 6月 21 日開催予定の定時株主総会

に提案する取締役候補者を決定いたしましたので、お知らせいたします。 
 

 （1）代表者の異動  

該当ありません。 

 

 （2）その他の役員の異動 

   [取締役候補者] 

取締役会長  宗 岡 広太郎 （現 当社 社外取締役／㈱日立製作所 特命顧問） 
取 締 役  小 野   功 （現 当社 代表執行役 執行役社長 兼 取締役） 
取 締 役  桑 原 弘 美 （現 当社 執行役副社長 兼 取締役） 
取 締 役  山 本 章 治 （現 当社 執行役専務 兼 取締役） 
取 締 役  橘   弘 眞 （現 当社 取締役） 
取 締 役  寺 澤 正 雄 （現 当社 社外取締役） 
取 締 役  西 川 晃一郎 （現 当社 社外取締役／㈱日立製作所 執行役専務） 

（注）宗岡広太郎、寺澤正雄及び西川晃一郎の 3 氏は、会社法第 2 条第 15 号に定める社外取締役候

補者であります。 

 

 

   [退任予定取締役] 

 川 村  隆 （現 当社 取締役会長）当社相談役に就任予定 

 

 

  

  なお、執行役の異動(平成 19 年 4 月 1 日付)については、平成 19 年 2 月 28 日に開示済であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


